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船員行政手続の現状

主な手続き 年間件数

雇入契約（※）の成立等の届出 約22万件

資格・能力の証明 約０．８万件

就業規則・時間外協定の届出 約０．２万件

• 現行の船員関係行政手続は、身分証明・勤務条件確認・資格証明等のための多くの書類が手書き・押印・現

物提示を前提とした仕組み。行政手続のために地方運輸局、市区町村等へ出頭が必要

（※）雇入契約：雇入契約は、船員と使用者の間で、雇用契約とは別に、乗船の都度の労働条件（航行区域、航行期間、航行中の職務等）を決めるために結ばれる契約

（国交大臣の証印） （船長の記載）

（船員手帳） （資格証明）（海員名簿） （申請・届出書）

船員関係行政手続で必要となる各種書類

主な船員関係行政手続の処理件数
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船員行政手続きのデジタル化の全体像

船員行政デジタル化の基本的な考え方

2

１１
窓口出頭の不要化

１２ 船員以外の者に
よる手続の拡大

１３ 行政手続全体の
ＢＰＲ（※）の実施

法的効果を失わないことを前提に、船員行政手続のデジタル化を実現

※ BPR：行政手続の整理・統廃合を含む業務フローの抜本的な再構築

手続きの見直しとデジタル化

✓国民からの申請・届出は全てオンライン可
✓データ活用により一度提出した情報の再提出を不要に
（ワンスオンリー）

✓船員IDを付与し、情報を一元管理
✓手書き欄のデジタル化により、陸上（船員以外）でも処
理が可能に

✓情報網羅型から身分証明に特化

✓船員手帳への記載等から電子証明書へ移行
✓電子証明書はオンライン受領可能

システム整備

申請・届出

船員手帳

資格証明

✓行政手続デジタル化3原則に従った船員システムを整備す
るとともに、他システムとの連携も視野に、更なる負担軽
減・業務効率化を推進

✓オンラインで申請・届出された情報を閲覧できるマイページ
機能を構築

他
シ
ス
テ
ム
と
の
情
報
連
携



船員行政のデジタル化に向けた取組みの基本的考え方

１１

窓口出頭の
不要化

船員行政に係る

手続きに際して、

地方運輸局等へ

の出頭を要しな

い仕組みに転換。

１２

船員以外の者に
よる手続の拡大

必ずしも船長・船員

が手続の主体で

ある必要のない

手続きについては、

船舶所有者を実施

主体とする方向で

全体として見直し

を実施。

１３

行政手続全体の
ＢＰＲ（※）の実施

窓口での申請を

前提にした仕組み

となっているとこ

ろ 、 オ ン ラ イ ン

申請を前提とした

仕組みに転換。

法的効果を失わないことを前提に、船員行政手続のデジタル化を実現

※ BPR：行政手続の整理・統廃合を含む業務フローの抜本的な再構築

第178回（2024/12）
船員部会資料より
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雇入契約の成立時の届出に係る提出書類

雇入届出書 海員名簿 船員手帳 資格証明書

これらの書類をすべて原本を地方運輸局等の窓口に提出・提示

雇入契約の成立の届出に係る手続きの見直し ～提出・提示書類～現 状

添付書類 ： 雇入契約書、就業規則、船舶検査証書 等

陸上から離れた特殊な環境下で長時間労働することとなる船員の保護を図るため、船舶所有者に対し、雇入
契約の成立時の届出の際、以下の書類の提出・提示を求めている。

第178回（2024/12）
船員部会資料より
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現
行

（窓
口
申
請
）

申請準備段階

添付書類の準備

雇入契約書 就業規則

船舶国籍証書 漁船登録票 船舶検査証書

提出・提示書類の作成

雇入（雇止）届出書
（船舶所有者記入）

船員手帳
（船長記入）

海員名簿
（船長記入）

資格証明書
（国交大臣交付） 地

方
運
輸
局
等
へ
出
頭

申請・受理段階

確認後、受理印を
地方運輸局等において押印

現 状

船員手帳以外

従前、書面交付していたものについて、デジタル行政
推進法（※１）やe-文書法（※２）の規定を活用することに
より、電子化を図ることで、オンライン化に対応可能

船員手帳

船員法上、船員手帳に記載・証印等を行うこととされて
いるものについてはデジタル行政推進法（※１）やe-文書
法（※２）の規定を活用しても電子化を図ることが困難

（※１）デジタル行政推進法：情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）
（※２）e-文書法：民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成16年法律第149号）

デジタル行政推進法やe-文書法の規定を活用した
書面等の電子化を実現できる法体系への移行が必要

船員手帳への記載・証印等を求めている
船員法の現行規定を見直すことにより実現可能

どうすればいいのか？

雇入契約の成立の届出に係る手続きの見直し ～現行の課題～
第178回（2024/12）
船員部会資料より
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見直し後

見
直
し
後

（オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
）

申請準備段階

提出・提示書類の作成

雇入（雇止）届出書
（船舶所有者記入）

船員手帳
（船舶所有者記入）

海員名簿
（船舶所有者記入）

資格証明書
（国交大臣交付）

PDF作成（初回申請時のみ（変更した場合を除く。））

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請

申請・受理段階

事前の情報登録／変更登録

船舶所有者

情報
 ID・ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ・

PW
 労務管理事務所
 就業規則

など

所属船舶

情報
 各種証書等の
情報

 最長航行時間
 各種特例許可

など

所属船員

情報
 ID・氏名・年少
船員等

 雇用関係
 健康証明・
保険加入

 資格情報
など

届出時の情報入力

所属船舶の職務別に
船員を選択

乗船／下船する
船員を選択

地方運輸局等 届出内容の審査後、承認

船員マイページ
（仮称）

乗船記録情報に登録

船舶所有者マイページ
（仮称）

海員名簿を自動生成

添付書類の準備

雇入契約書 就業規則

船舶国籍証書 漁船登録票 船舶検査証書

船員ID付記と
オンライン入力

船員ID付記と
船員法§50③ただ
し書に基づく書面

オンライン入力 船員IDと連携

船員ID（数桁の番号）と各書類を紐付けることで、情報と船員の一体性を確保

雇入契約の成立の届出に係る手続きの見直し ～見直し後のフロー～
第178回（2024/12）
船員部会資料より
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現 状 資格証明に係る手続の見直し ～航海当直部員等～見直し後

現 行 ： 船員法に基づく各種資格証明

形状や様式、交付方法が様々

見直し後 ： 電子証明書の発行

✓ 船員手帳の記載事項からは削除

✓ デジタル化後は電子証明書として発行・交付

✓ QRコード参照により証明書の有効性を確認可

✓ 申請及び電子証明書の受領はe-Govを想定

✓ 受領後の電子証明書は船員マイページで閲覧可

SAMPLE

現行の船員法に基づく各種資格証明

航海当直部員の証印

危険物等取扱責任者の証印

特定海域運航責任者の証印

衛生管理者適任証書

船舶料理士資格証明書 など

アナログな手続き

✓ 船員手帳に押印して手書き

✓ 公印を押印した紙に手書き

✓ 印刷物に公印を押印

QRコード参照により
有効性を証明

公印から電子署名に変更

第178回（2024/12）
船員部会資料より
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見直し後

手続きのオンライン化に向けた対応

 記載事項は身分証明に係る機能に特化
 現行の船員手帳が有している上陸・乗下船に係るパスポート同

等機能を維持（官庁記事ページを維持／手帳の形態を存続）
 ID/ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ/ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを設定して船員マイページと紐づけ
 船員手帳には船員マイページへのリンク先QRコードを掲載し、

デジタル化後の情報アクセス利便性を確保

船員マイページ

 デジタル化後に国が管理する資格証明等に係る情報は、船員マ
イページから閲覧可能（多要素認証による本人確認など高いセ
キュリティーレベルを確保）

 現行の船員手帳記載事項のうちPSCで求められる資格証明、や
雇入契約等に係る情報を網羅

オンライン化後の情報管理について

 国はオンライン手続き情報を記録・管理し、権限を有する者のみが閲覧（マイページ）
 現行の船員手帳に記載された行政手続情報は、引き続き船員個人で管理
 労務管理記録は、船舶所有者の責務として管理し、船員に写しを交付

身分証明

官庁記事

船員法に基づく資格証明

雇入契約（乗船履歴）証明

労務管理記録【任意記載】

社会保険加入記録

健康証明

資格保有記録【任意記載】

現状

 情報網羅型
 記載事項に係る証印や官庁

受理印等を受けるため地方
運輸局等への出頭が必要

現行船員手帳

デジタル化後

新船員手帳 （※新船員手帳は現行よりもコンパクト化する方向で、今後、サイズ・デザイン等を検討）

船員手帳には船員マイページへのリンク先QRコードを掲載
PSCで求められる情報等へのアクセス利便性を確保

• ID/ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ/ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを設定
• 船員MPへのリンクQRコード
を掲載

船員手帳の見直し ～概要～
第178回（2024/12）
船員部会資料より
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見直し後

手続きのオンライン化に向けた対応

第5表 航海当直部員等の資格証明（証印）

第6・７表 雇入契約関係（雇入）

第8～10表 労務管理記録（休日・休暇・予備船員）

第11～13表 社会保険関係（船保・労災・雇用）

第14～16表 健康証明書

第17表 各種資格保有情報

第18表 私用欄

様式 現行の船員手帳の記載事項 見直しの方向性

第1表 船員手帳番号

第2表 写真（不出頭者には身分不証明の表示）

第3表 氏名・性別・本籍・生年月日

第4表 交付日・有効期限日

第5表 官庁記事

 労務管理記録簿の写し（船舶所有者が交付）
 任意の情報

新船員手帳に記載される情報

 船員の身分証明のために必要最低限の情報
として記載事項に存置
（※記載方法（現行は手書き）は今後検討）

 諸外国での上陸・乗下船時に、官庁記事欄が
利用されていることを考慮し存置

国が管理する情報（船員マイページで閲覧可）

 航海当直部員等の資格に係る電子証明書
 雇入契約成立等の届出内容
 雇入届出の提出書類（保険・健康証明等）

国が管理しない情報

船員手帳の見直し ～記載事項の取扱い～
第178回（2024/12）
船員部会資料より
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見直し後

手続きのオンライン化に向けた対応

船員システムの構築とマイページの作成

申請・届出

通知・交付

等

船員

船舶所有者

窓口

審査

承認

電子証書作成

船員マイページ（仮称）

• 登録情報の閲覧

船舶所有者マイページ
（仮称）

• 雇入届出など
• 登録情報の閲覧

船員システム（次期システム）

※電子納付機能あり
行政事務機能

登録登録

ログイン DB

船員情報

✓身分証明情報
✓資格情報
✓乗船記録情報
など

届出届出

・情報閲覧
・PSC対応

・情報閲覧
・雇入届出など

船舶所有者情報

✓船舶所有者情報
✓所有船舶情報
✓所属船員情報
など

・船員手帳［申請］
・資格証明［申請・受領］
・乗船履歴証明［申請・受領］

・船員手帳［受領］

• 航行報告証明など
［申請・受領］

ログイン

本人確認のため

多要素認証による本人確認

多要素認証による本人確認

第178回（2024/12）
船員部会資料より
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船員行政手続のデジタル化移行スケジュール案見直し後

船員行政手続
デジタル化スタート
船員行政手続

デジタル化スタート

本格スタート①
（新「船員手帳」の発行開始等）

本格スタート②
（雇入届出のデジタル化）

完全移行

• 航海当直部員の認証等に係る
証印の電子証明書への移行
(※)

※窓口申請の場合
→証印

※オンライン申請の場合
→電子証明書

• 新「船員手帳」の発行開始
（現行「船員手帳」は新たには発行せず）

• 船員マイページ/船舶所有者マイ
ページ機能の提供開始

• 新「船員手帳」・船員マイページに紐
づくこととなるIDの付与・パス
ワード等の登録開始（各種申請等
のため窓口来庁時に実施）

• 当該船舶所有者において勤
務する船員すべてにIDが付
与された後は、雇入契約成立
等の届出もオンライン完結

• おおむね10年後には現行
「船員手帳」は新「船員手帳」
に置き換わり

各種
申請方法

船員手帳
の種類

各種資格証明の申請手続： オンライン

各種申請手続： 地方運輸局等への出頭各種申請手続： 地方運輸局等への出頭

オンライン完結
（原則すべての手続き）

現行「船員手帳」（IDなし）現行「船員手帳」（IDなし）

現行「船員手帳」（ID付与）

新「船員手帳」（ID付与）

R８.４ R９.４ 船舶所有者ごと 遅くともR19.4頃までに

第178回（2024/12）
船員部会資料より
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